
  風水害対策の強化について 
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（１）概要 

令和元年 10 月 12 日（土）、台風第 19 号が関東圏を直撃し、大田区も甚大な被害を被った。 

大田区は、災害対策本部を設置し、10 月 11 日（金）から 13 日（日）にかけて、10 回の 

災害対策本部会議を開催。計 999 名の職員を動員し、各種の風水害対策を実施した。 

開設した水害時緊急避難場所等は 53 施設、避難者総数は 12,002 人にのぼる。  

（２）被害状況（令和 2 年 2 月 7 日時点） 

内閣府基準に基づく罹災証明書発行件数   （単位：世帯） 

全壊 大規模 

半壊 

半壊 一部損壊 

（準半壊） 
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（10％未満） 
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（３）応急復旧活動・生活再建支援対応 

 

（４）対策の検討等 

台風 19 号被害における対応と次年度の出水期に向けた対策を検討するべく、浸水被害等緊

急対策本部会議を設置した。 

 

 

 

 

①水害時緊急避難場所の周知不足 

震災時と風水害時の避難対策の相違点について、区民への事前周知が足りず、開設しない学校へ避難者が行く等、混乱が生じた。 

②避難者の受入スペースが不足 

水害時緊急避難場所は避難行動要支援者の受入を想定する一方、一般区民も殺到し、避難者の受入を断るケースが生じた。 

③水害時緊急避難場所の運営体制が不十分 

避難者の受入や備蓄物品の使用、地域住民への情報発信など水害時緊急避難場所における運営に混乱が生じた。 

 

 

①避難行動要支援者対象避難場所の不足 

避難行動要支援者を対象とした避難場所が不足していた。 

また、避難行動要支援者等の避難を想定して開設する水害時緊急避難場所との違いが分からなかった。 

②必要な情報の伝達が不十分       

避難場所のバリアフリー環境等の情報や避難情報が要配慮者の方に必要な情報が伝わり切れていなかった。 

③避難行動要支援者の安否確認方法が不十分 

安否確認を実施するための方法が充分に確立されていない。 

 

 

 

１ 令和元年台風 19 号対応  ２ 課題 

 

 

①浸水原因の究明と対策の具体化 

田園調布四丁目、五丁目の大規模浸水被害に関する原因究明と今後の対応策の具体化を図る必要がある。 

②水防資機材（土のう）の備蓄 

災害時に急増した区民からの土のう配布依頼に伴い、水防活動に使用する予備の土のうが不足した。 

③水害現場の排水活動に関する課題 

水害現場でのより迅速かつ円滑な排水活動や住民と排水活動を行う職員の危険を軽減するため、排水ポンプ車の追加配備や排水活動等

の遠隔化をはじめとした環境整備が求められる。 

 

 

 

この結果、次年度出水期（台風シーズン）に向けた風水害対策を、4 つの観点から見直す。 

（１）避難対策  （２）情報伝達  （３）要配慮者対策  （４）治水対策 

 

 

①区 HP がアクセス集中により利用できなかった 

区 HP がアクセス集中によりが閲覧できない状態となり、多くの区民に必要な情報を届けられなかった。 

②区民が適時適切に避難情報を入手できなかった 

多くの区民が、避難情報及び避難場所の開設・混雑状況等に関する情報を、適時適切に入手できなかった。 

③情報の取得活用の困難な方が避難情報を入手できなかった 

インターネットメール、SNS を中心とした情報発信が中心で、発信情報の取得活用が困難な方が避難情報等を入手することができなか

った。 

 


